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研究成果 の規定要因 と しての職務関与 と組織 コミッ トメ ン ト
ー エ レク トロニクス企業 の応用研究 ・開発設計 の比較一

成蹊大学 義村敦子

1.は じ め に

 日本のエレクトロニクス産業の研究成果

 平成11年 度科学技術白書によれば，1997年 の

米国において，特許を登録 した件数が最 も多い上

位10機 関のうち， 実に7機 関が日本のエレクト

ロニクス産業民間企業で占められている(科 学時

術庁，1999)。 また，「国外で登録された日本及び

米国の特許の分野別件数比較」(同 上p.55， 図

1-2-23)を みると， 日本および米国に関 して，そ

れぞれ自国以外で取得 した特許件数を技術分野ご

とに比べたところ，情報記憶装置，電子部品，電

子回路 ・通信分野では日本が優位な状況にあるこ

とがわかる。 日本のエ レクトロニクス産業は特に

特許取得に関わる研究領域において，現在でも非

常に高い国際競争力を有すると言えよう。

 職 務 特 性 の視 点 か らみ た職 務 関与 ・組 織 コ ミッ

  トメ ン トお よ び研 究 成 果

 職 務 特 性 モ デ ル(Hackman&Oldham，1976)

に よれ ば， モ チ ベ ー シ ョ ンを高 揚 す る に は， 技 能

多 様 性(skill variety)， 課 題 同一 性(task identi-

ty)，課 題 有 意 味 性 (task significance)， 自律 性

(autonomy)， フ ィー ドバ ッ ク(feedback)， と い う

5つ の職 務 特 性 を 職 務 が 備 え て い る こ とが 重 要 で

あ る とい う。 そ して， これ らの職 務特 性 を 強 く有

す る職 務 に， 仕 事 に よ る成 長 意 欲 が 強 い 人 が就 い

た場 合 に は， 職 務 に や りが い を感 じて大 い に働 く

とHackmanら はみ な して い る。

 モ チ ベ ー シ ョ ンを プ ロセ ス と して捉 え る と， 職

務 関 与 ， 組 織 コ ミッ トメ ン トの み で な く研 究 成 果

も上 記 の よ うな職 務 特 性 と個 人 特 性 が うま く適 合

した場 合 に生 じる モ チ ベ ー シ ョ ン高 揚 の結 果 変 数

と位 置 づ け られ ， 職 務 特 性 の影 響 を受 け る と考 え

られ る。 本 研 究 で は， 職 務 関 与 お よ び組 織 コ ミッ

トメ ン トは モ チベ ー シ ョ ンが 高 揚 した状 態 を表 す

態度，研究成果は実際に研究者が実行 した職務行

動の結実とみな し，職務特性による職務関与 ・組

織 コミットメントが研究成果に与える影響の違い

を明らかにしたい。

 本研究の目的

 応用研究および開発 ・設計は，個人が有する高

度な専門知識や能力を駆使する必要があるだけで

なく，企業の利益に直結 した研究成果を求あられ

ている研究領域であり，職務関与 ・組織 コミット

メントが強 くなる職務特性を研究する対象 として

だけでなく，職務関与 ・組織コミットメントが研

究成果に与える影響を明 らかにする上で，非常に

興味深い。

 本研究では，研究開発者の研究成果に及ぼす職

務関与または組織コミットメントの影響を職務特

性の観点を踏まえて分析する。具体的には，エレ

クトロニクス企業に所属する応用研究者および開

発 ・設計者を対象 として，各サ ンプルの職務関

与 ・組織 コミットメントの特徴 と研究成果の特徴

を明らかにした上で，研究成果の種類 ごとに，研

究成果に及ぼす職務関与 ・組織 コミットメントの

影響の有無を明らかにしたい。

2.研 究 の枠組

 職 務 特 性 と職 務 関 与 ・組 織 コ ミ ッ トメ ン トに関

  す る仮 説

 職 務 関与 の 強 さ は職務 特 性 に よ って 変 化 す る と

考 え られ(March&Simon，1958；Rabinowitz&

Hall，1977)， 意 思 決 定 へ の参 画 度(White&Ruh，

1973；Siege1&Ruh，1973)， 職 務 の 自律 性(Brown，

1996)， 本 人 が 自覚 し て い る 専 門 性 お よ び ア イ

デ ィア必 要 性(義 村 ，1998)が 職 務 関与 を 高揚 す

る とい う実 証 研 究 が報 告 され て い る。

 職 種 に よ って職 務 関 与 の平 均 値 が異 な る こ と も

知 られ て い る。 科 学 者 を含 む専 門職 従 事 者 が他 の
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6職 種群 に比べ て最 も職務 関与 が強 い(Mann-

heim，1975)， 基礎研究者が営業職，事務職，コン

ピュータ職，研究開発職に比べて情緒的職務関与

(職務への興味や愛着)が 強い(義 村，1996)， 基

礎研究者は開発研究者に比べて総合職務関与，情

緒的職務関与，認知的職務関与，行動的職務関与

のいずれも強い(義村，1999)な どの報告がある。

 上記の実証研究結果をみると，専門性，自律性，

アイディア必要性 という職務特性を色濃 く有する

職務に従事する人ほど，職務関与が強 くなる傾向

が示されている。また，研究職の中では，基礎研

究に近い研究領域ほど，特に職務関与が強いと想

定できる。 したが って，次にような仮説が提出で

きる。

 仮説1： 専門性および自律性が高い職務，すな

     わち，基礎に近い研究領域を担当する

     研究者ほど職務関与は強い。

 組織コミットメントとは所属組織と個人との心

理的距離を測る態度変数であり，実証研究で も，

研究者は組織へのコミットメントが弱いとの報告

がなされている(高 尾 1996)。 組織コミットメ

ントは所属組織が準拠対象であるので，職務特性

とは一見すると，関連が無いように見える。 しか

しなが ら，情緒的な組織 コ ミットメ ントが自律

性，課業同一性，課業有意味性，技能多様性とポ

ジテ ィ ブ な相 関 を示 した 実 証 研 究 もあ る

(Dunham， Grube&Castaneda，1994)。 組織コ

ミットメントと職務特性 との関連はまだ実証が積

み上げられていないため，研究の必要性 も大 き

い。本研究では，企業特殊性が大 きい職務，言い

換えれば，所属企業においてのみ発揮できる能力

やスキルが多い職務ほど，組織 コミットメントは

強いと想定する。 したがって，次のような仮説が

提出できる。

 仮説2： 企業特殊性が強い職務，すなわち，開

     発に近い研究領域を担当する研究者ほ

     ど組織コミットメントが強い。

研究成果に及ぼす職務関与 ・組織コミットメン

 トの影響 に関する仮説

職務関与 と業績全般との関連は大きいとは言え

ないが(Brown，1996)， 研究者の業績である研究

成果 に限ってみると，職務関与が及ぼすポジティ

ブな影響力が明らかになっている (石川，1999；

2000，Keller，1997， 義村，1999)。 例えば，石川

(2000)で は，製薬企業の基礎研究者と開発研究者

をそれぞれ年長者群 と年少者群に分け，研究業績

に及ぼす職務関与などの説明力を分析 した。その

結果，職務関与 は基礎研究者の年少者群，基礎研

究者の年長者群，開発研究者の年少者群 における

学会での業績に，ポジティブな影響力を示すこと

を明らかにした。加えて，基礎研究者の年長者群

および開発研究者の年長者群において，業務上の

業績にも職務関与がポジティブな影響力があるこ

とを示 した。

 個人の研究活動によって成果が現れやすく，成

果の報酬 も個人に帰属する傾向が強い研究成果

は，個人 と職務 との強い関わりが不可欠であろ

う。 したが って，個人単位のアカデ ミックな研究

成果，具体的には学会や学術誌への論文掲載は，

個人の職務関与 の強さが説明力を持つと想定で

き，次の仮説を提出する。

 仮説3： アカデ ミックな研究成果に関 しては，

     職務関与が業績向上に影響する。

 組織コミットメントが研究成果に与える影響に

関 しては，組織コミットメントが研究成果を向上

させる方向を示 した報告(石 川，2000)だ けでな

く，基礎研究者において組織コミットメントが研

究成果を低下 させる影響力を示 した報告(義 村，

1999； 石川，2000)や 開発研究者において組織コ

ミットメン トが研究成果に影響がないとの報告

(義村，1999；石川，2000)も あり，結果は一様で

はない。石川(2000)に よれば，基礎研究者の年少

者を対象にした分析では，組織 コミットメントが

学会での業績にネガティブな影響力を示 したが，

開発研究者の年長者を対象にした分析では，組織

コ ミットメントが業務上の業績にポジティブな影

響力を示 している。

 このような組織コ ミットメントが及ぼす研究成

果への影響力の違いは職務特性と研究成果の特性

が もたらすのではないかと本研究では仮定する。

所属組織の利益に直接 した研究成果を数多 く上げ
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るには，組織のたあに仕事をする姿勢，すなわち，

組織 コミットメントを強 く持つことが必要であろ

うと想定できる。具体的には，特許取得数を組織

戦略に直結 した研究成果とみなし，次の仮説を提

出する。

 仮説4： 組織戦略に直結 した研究成果に関 して

     は，組織 コミットメントが業績向上に

     影響する。

3.分 析 方 法

表1 デ ータの属性

属性

研究領域 応用研究 開発・設計

平均年齢
平均勤続年数
最終学歴 修士課程以上

博士号取得合計

 在学中に取得
 就職後に取得
管理職比率(課 長相当以上)

性別(男 性の比率)

36.55才 34.22才

11.55年  9.34年

67.5%    44.1

17.5%     1.4%

7.7%     0.6

9.8%     1.2%

33.8%     6.2%

98.7%    98.1%

151名  161名

 調査対象者

 1998年 にR&D研 究会が実施 した開発研究者

対象の意識調査(第2回 「研究者の意見調査」)に

よって収集された1，353票(有 効回答率84.6%)

の個人データのうち，エレクトロニクス企業2社

の従業員データ(312票)を 今回の研究対象とし

た。 これ らの個人調査票の配布 ・回収は各企業に

依頼 し，一括 して企業か ら研究窓口に返却を受け

て収集 された。

 エ レク トロニクス企業2社 の回答データの中

から，「現在あなたが所属する部門」として，応用

研究 または開発 ・設計 と回答 しなかった30名

(内訳：基礎研究部門12名 ，生産技術部門8名 ，

情報処理部門7名 ，その他の部門3名)は 今回の

分析対象からは除外 した。

 表1は 応用研究データと開発 ・設計 データの

個人属性を表 している。年齢および勤続年数 はそ

れぞれ約2年 ほど応用研究者の方が高い。博士号

取得率 は応用研究者が17.5%で あるが，開発 ・

設計者は1.4%と わずかである。課長相当以上の

管理職者 は応用研究者データでは33.8%を 占あ

ているのに対 して，開発 ・設計者は6.2%と わず

かである。

 測定尺度

 本稿では，以下の4種 類の測定尺度を分析に用

いた。

①職務関与(6項 目)

  職務関与測定尺度6項 目(義 村，1996)を 職

 務関与の指標 とした。職務関与は，現在従事 し

 ている職務に関 して， どの くらい興味や愛着を

持 っているか(以 下，情緒的職務関与)， どのく

らい参加意欲や重要性を認識 しているか(以

下，認知的職務関与)，どのくらい自発的に職務

関連行動をとっているか(以 下，行動的職務関

与)，を示 している(義 村，1998)。 それぞれの

項目について， 「非常に当てはまる」=5点 から

「全 く当てはまらない」=1点 までの5段 階評定

で回答され，本稿ではこれら6項 目の平均値を

職務関与の値とみなしている。

②組織コミットメント(3項 目)

 組織帰属意識を表す測定尺度(関 本，1991)

の中か ら，3項 目を選び，組織コミットメント

の指標とした。3項 目について，「非常に当ては

まる」=5点 から 「全 く当てはまらない」=1点

までの5段 階評定を依頼 し，これ ら3項 目の平

均値を組織 コ ミットメン トの値 とみな してい

る。

③研究成果(6項 目)

 基礎研究者および開発研究者 の業績を表す

13項 目(守 島，1996)の 中から，代表的な6項

目を選び，研究成果の指標 として用いた。それ

ぞれの研究成果について，「最近5年 間であげ

た成果」の実数を記入す るよう依頼 し，それら

の実数値を指標にしている。本研究は，表2に

示 した6種 類の研究成果をそのまま各研究成

果として指標に用いた。

④個人属性

 個人属性に関 しては，年齢，勤続年数，最終

学歴(修 士課程以上と未満)， 博士号取得合計

(在学中に取得 または就職後 に取得)， 管理職
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表2 研究成果(研 究領域別)

  応用研究

平均値(標 準偏差)
 開発・設計
平均値(標 準偏差)

t値

海外特許取得数

国内特許取得数
海外での学会発表
国内での学会発表

海外雑誌への論文掲載

国内雑誌への論文掲載

2.56(3.73)
8.09(8.19)

1.10(1.52)
2.92(3.55)

0.81(2.81)
0.75(1.72)

3.23( 6.95)
9.79(12.63)

0.12( 0.47)
0.42( 1.25)
0.11( 0.47)

0.12( 0.56)

一1 .06

-1
.39

 7.56***

 8.21***

 3.03**

 4.29***

151 161

**p<0
.01，***p<0.001

表3 職務関与の比較

 応用研究者

平均値(標 準偏差)
 開発 ・設計者         t値
平均値(標 準偏差)

職務 関与(6項 目)

 a情 緒的職務関与(3項 目)

 b認 知的職務関与(1項 目)

 c行 動 的職務 関与(2項 目)

4.02(0.55)
4.21(0.59)

4.01(0.86)
3.74(0.81)

3.88(0.58)

4.05(0.70)
3.88(0.91)

3.63(0.78)

2.13*

2.21

1.31

1.13

a1仕 事 に は興味を持 ってい る.

a2今 の仕事 を 自分 でいろいろ工夫 して，改善 して いきた い.

a3こ れか らも現在 の仕事 を続 けてい きたい と思 う.

blこ の仕事で発言す る機会が ないとっ ま らない，

c1プ ライベー トな時 間に も仕事 に役立 たせ るための勉強を し

 ている.

c2仕 事場を離れて も，今後 の仕事 の進 め方 にっいて， 自分な

 りに考 える ことが よ くある.

4.34(0.69)

4.43(0.56)
3.85(0.86)

4.01(0.98)
3.51(0.84)

3.96(0.86)

4.12(0.80)
4.29(0.75)

3.73(0.91)
3.88(0.98)

3.47(0.92)

3.80(0.86)

161

2.66**

1.93+

1.31

0.40

1.15

1.63

151

+p<0
.10，*p<0.05，**p<0.01

(課長相当以上)， 性別を指標に用いた。 者が多 く上げていた。

4.結 果

 研究成果の研究領域別比較

 表2は 応用研究者と開発研究者の研究成果数

を表 している。過去5年 間の特許取得数 は両研究

領域ともに多 く，海外特許取得および国内特許取

得がエレク トロニクス企業の応用研究者および開

発 ・設計者に課せ られた主たる研究成果であるこ

とが示されている。海外特許取得数 と国内特許取

得数に関 しては，応用研究者と開発 ・設計者で研

究成果数に違いはみ られなかった。海外での学会

発表 と国内での学会発表に関 しては，応用研究者

が多く上 げていた。同様に，海外雑誌への論文掲

載 と国内雑誌への論文掲載に関 しても，応用研究

 職務関与と組織 コミットメントの比較

 表3は 職務関与 について，研究領域別に比較 し

ている。応用研究者の職務関与(4.01)は 開発 ・設

計者(3.87)よ り有意に強か った。義村(1999)に

よれば，基礎研究者に関する職務関与平均値 は

4.02，標準偏差は0.56で あり，エレク トロニクス

企業の応用研究者 は基礎研究者の職務関与平均値

とほぼ同様の強さを示 したと言える。職務関与の

下位概念の中では，情緒的職務関与が有意に応用

研究者(4.21)に おいて，開発 ・設計者(4.05)よ り

有意に強かった。応用研究者の情緒的職務関与が

強いことが示 され，「専門性および自律性が高い

職務，すなわち，基礎に近い研究領域を担当する

研究者ほど情緒的職務関与は強い」と想定 した仮
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表4組 織 コミッ トメン トの比較

 応用研究者    開発 ・設計者                  t値

平均値(標 準偏差)平 均値(標 準偏差)

組 織 コ ミ ッ トメ ン ト(3項 目) 2.74(0.72) 2.95(0.69)    一2.71**

1こ の会社 のためな ら，人一倍働 いて もいいと思 う.

2私 の考え(価 値観)と ，この会社 の経営方針 とは，か な り

 似 ている.

3な ん だかん だ とい って も， この会社 を選 ん で本 当 によ

 かったと思 う.

2.30(0.96)

2.64(0.86)

3.27(0.81)

2.43(0.89)    一1.25

2.85(0.86)    一2.14*

3.58(0.93)    一3.17**

151 161

*p<0 .05，**p<0.01

表5 コ ミッ トメ ン ト対象 の第1位

応用研究者  開発 ・設計者

会社

所属部門
直属上司
職場の先輩同僚

研究開発という職種
自分の研究対象

6.0

3.3

4.6

20.5%

29.5%

35.8%

11.9%

5.6

3.1

18.1

30.0%

31.9%

151 161

説1は 支持されたと言える。

 表4と 表5で は，組織 コ ミッ トメ ン トについ

て，研究領域別に比較 している。 これらの表から

は，組織 コミットメントは開発 ・設計者が応用研

究者 より有意 に強いことがわか る。最 も強 くコ

ミッ トして いる対象をみると，両研究領域 とも

に，「自分の研究対象」または 「研究開発 という職

種」との回答が多 く，「会社」「所属部門」「直属上

司」が少ない。前述の義村(1999)に よれば，基礎

研究者に関す る組織 コミットメントは3.01，標準

偏差 は0.79で あった。エレク トロニクス企業の

応用研究者に関 しては，基礎研究者に比べても組

織コミットメントがさらに低いと言える。開発 ・

設計者の組織コミットメントが応用研究者に比べ

るとやや強いことが示 され，「企業特殊性が強い

職務，すなわち，開発に近い研究領域を担当す る

研究者 ほど組織 コミットメントが強い。」と想定

した仮説2は 支持されたと言えよう。

 表6で は，職務関与と組織 コミットメントの相

関係数を比較 している。応用研究者においては，

職務関与 と組織 コ ミッ トメ ン トの相関係数が

0.07で ，両変数間にほとんど関連が無いことが明

らかになった。開発研究者においては，職務関与

と組織 コミットメン トの相関はr=0.19(5%水

準で有意)で ，両変数間の関連は弱かった。応用

研究者 と比べれば，開発研究者においては職務関

与 と組織 コミットメン トとの関連がややあるもの

の，強い関連 は示されなかった。

 研究成果 に及ぼす職務関与 ・組織コミットメン

  トの影響

 表7-1お よび表7-2は ，各研究成果を従属変数

にした重回帰分析の結果を示 している。独立変数

には年齢，職務関与，組織 コミットメントを設定

した。年齢 はコントロール変数として投入 した。

 応用研究者においては， 決定係数が5%水 準で

有意な結果 を示 した各研究成果 は，「海外特許」

「国内特許」「国内学会」「国内学術誌」であった。

「海外特許」については，組織 コミットメントがポ

ジティブな影響力を示 し，組織 コミットメントの

強 さが応用研究者の海外特許数を多 くする影響力

が明らかになった。同様に，「国内特許」について

も，組織 コミットメントがポジティブな影響力を

示 し，組織 コミットメントの強さが応用研究者の

国内特許数を多 くする影響力が明らかになった。

「国内学会」にっいては，職務関与がポジティブな

影響力を示すと同時に，組織 コミットメン トがネ

ガティブな影響力を示 し，職務関与が応用研究者

の国内学会での発表回数を多くするとともに，組

織 コミットメントが応用研究者の国内学会での発

表数を少な くする影響力が明 らかにな った。「国

内学術誌」については，職務関与がポジティブな
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表6-1 職務関与 と組織 コミッ トメ ン トの関連(応 用研究者)

職務関与 情緒的職務関与 認知的職務関与 行動的職務関与

組 織 コ ミッ トメ ン ト 0.070 0.111 0.068 一 〇
.013

Pearsonの 相 関 係 数

ノV=151

表6-2 職務 関与 と組織 コ ミッ トメ ン トの関連(開 発研究者)

職務関与 情緒的職務関与 認知的職務関与 行動的職務関与

組 織 コ ミッ トメ ン ト 0.192* 0.226** 0.173* 一 〇
.027

Pearsonの 相 関 係 数

*p<0
.05，**p<0.01

N=161

表7-1 研究成果を従属変数 に した重回帰分析(応 用研究者)
 一

      従属変数

』 一一

年齢
職務関与

組 織 コ ミッ トメ

定数
R2

調整済 みR2

    F値
一 一一

従属変数

年齢
職務関与

組 織 コ ミ ッ トメ

定数
R2

調整済みR2
F値

海外特許
回 帰 係 数

 0.077

 0.798

 1.351

-7 .163

 0.117

 0.098

 6.344***

回 帰 係 数

 0.040

 1.427

-0 .678

一2 .410

 0.os8

 0.050

 3.589*

国内学会

 t値

 1.520

 1.490

 3.269**

一2
.620**

 t値

 0.796

 2.750**

一1
.691+

一 〇
.906

国内特許
回帰係数 t値

0.008 0.072

0.950 0.791

2.992 3.227**

一4
.183 一 〇.682

0.076

0.057

3.972**

国内学術誌
回帰係数 t値

0.078 3.305**

0.566 2.306*

o.oos 0.041

一4 .374 一3 .476

0.115

0.097

6.351***

+p<0
.10，*p<0.05，**p<0.01，***p<0.001

N=151

影響力を示 し，職務関与の強さが応月亅研究者の国

内学術誌掲載数を多 くする影響力が明らかになっ

た。

 開発 ・設計者において，有意な重回帰分析結果

が示された各研究成果は 「海外特許」「国内特許」

「海外学会」であった。「海外特許」については，

職務関与がポジティブな影響力を示 し，職務関与

の強さが開発 ・設計者の海外特許数を多 くする影

響力が明らかになった。同様に，「国内特許」につ

いても，職務関与がポジティブな影響力を示 し，

職務関与の強さが開発 ・設計者の国内特許数を多

くする影響力が明らかになった。「海外学会」にっ

いては，組織 コミットメントがネガティブな影響

力を示 し，組織 コミットメントが開発 ・設計者の

海外学会での発表数を少なくする影響力が明らか

になった。

 職務関与がアカデ ミックな研究成果に及ぼす影

響は，応用研究者の 「国内学会」， 「国内学術誌」

に職務関与がポジティブな説明力を示 した結果

(表7-1)か ら，応用研究者においては仮説3は 支
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一

従属変数

年齢
職務関与

組 織 コ ミ ッ トメ

定数
R2

調整済みR2
F値

一 一 一

  従属変数

.一一 一一

年齢

職務関与

組 織 コ ミッ トメ

定数
R2

調整済 みR2

F値

    表7-2

従属変数

一一 一 亅

研究成果を従属変数にした重回帰分析(開 発 ・設計者)

回帰係数海外特㌔ 値
一b帰 係数国内特許t値

0.221

2.194

0.045

一12 .966

 0.060

 0.042

 3.310*

 2.052*

 2.315*

 0.055

-2 .459*

回 帰 係 数

 0.012

-o
.oii

-o
.iis

海外学会

0.097

0.042

0.023

2.276+

 t値

 1.686

-0
.165

-2 .162*

0.271

 0.239

 5.766

-0 .257

一20
.024

 0.078

 0.060

 4.385**

 1.236

 3.384***

一 〇
.i77

-2
.112*

+p<0
.10，*p<0.05，**p<0.01，***p<0.001

/V=161

持されたと言える。 しかしながら，開発研究者に

おいては仮説3は 棄却されたと言える。

 組織 コ ミットメン トが研究成果 に及ぼす影響

は，応用研究者の 「海外特許」，「国学術誌」に組

織コミットメントがポジティブな説明力を示 した

結果(表7・2)か ら，応用研究者においては仮説4

は支持されたと言える。 しか しなが ら，開発研究

者 においては仮説4は 棄却 されたと言える。

5.結 論

 まとめ

 分析結果からは，職務関与 は応用研究者の方が

強 く(応 用研究者が4.01， 開発 ・設計者が3.87)，

組織 コ ミットメン トは開発 ・設計者の方が強 い

(応用研究者が2.74， 開発 ・設計者が2.95)こ と

が明 らかになり，研究領域別の職務関与 ・組織 コ

ミットメント特徴はほぼ仮説通 りであった(仮 説

1お よび仮説2の 支持)。

 職務関与は応用研究者においてのみアカデ ミッ

クな研究成果を強ある働きを示 し，組織 コミット

メントも応用研究者においてのみ経営戦略に直結

した研究成果を強める働きを示 し，各研究成果に

及ぼす職務関与 ・組織 コミットメントの影響は応

用研究者では支持された(応 用研究者においての

み，仮説3お よび仮説4支 持)。

 応用研究者においては，企業利益に直接繋がる

研究成果である海外特許数や国内特許数 は組織 コ

ミットメントが強い研究者ほど多 く，アカデ ミッ

クな研究成果である国内学会発表数や国内学術誌

掲載数は職務関与が強いほど多い傾向が認められ

た。しかしながら，開発 ・設計者では仮説3と 仮

説4は 支持されなかった。開発 ・設計者において

は，企業利益に直接繋がる研究成果である海外特

許数や国内特許数は職務関与が強いほど多 く，ア

カデミックな研究成果である海外学会発表数は組

織 コミットメントが弱いほど多かった。

 開発 ・設計における仮説の棄却

 なぜ開発 ・設計者においては，想定 したように

職務関与 ・組織 コミットメントが研究成果 に影響

を及ぼさなかったのであろうか。1つ の解釈 とし

て，開発 ・設計の職務内容の要因が考えられる。

開発 ・設計は国内特許や海外特許を取得すること

自体が達成目標であり，職務内容に含まれていた

と考えるのである。そうであるとすれば，職務関
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与が強い開発 ・設計者ほど，職務の達成目標であ

る特許を数多 く取得することが説明できる。職務

関与 ・組織コミットメントが研究成果に及ぼす影

響を正確に明 らかにするためには，各研究領域の

専門性や 自律性 などの職務特性の違いだけでな

く，各研究領域が主 として達成目標にしている研

究成果などの職務内容の違いも考慮すべきである

と言える。

 仮説以外の発見

 第1は ，職務関与 と組織 コミットメントの独立

性がエレク トロニクス企業の応用研究者および開

発 ・設計者において極あて高かったことである。

応用研究者においては両変数の相関は全 くみられ

ず(r=0.070)， 開発 ・設計者で も弱か った(r=

0.192)。 前述の基礎研究者データにおける職務関

与 と組織 コ ミットメ ントの関連(r=0.344)に 比

べると，エレク トロニクス企業の研究者は職務関

与 と組織 コミットメントとの独立性が高い点が特

徴 と言える。

 第2は ，組織 コミッ トメントが学会発表数を減

少 させる働 きを示 したことである。応用研究者に

おいては国内学会発表数 に関 して，開発 ・設計者

においては海外学会発表数 に関 して，それぞれ組

織 コミットメントがネガティブな影響を示 してい

た。所属組織に愛着などが少ない研究者の方が個

人 として研究成果を学会発表する傾向があるとも

解釈できる。

成果を数多 く上げていることが及ぼす職務関与 ・

組織 コミットメントへの影響力は確かめられてい

ない。職務関与 ・組織 コミットメントと研究成果

との影響力の方向が特定できる分析が必要であろ

う。

 第3に ，職務関与の多次元性(Saleh&Hosek，

1976；義村，1996)お よび組織コミットメントの

多次元性(Allen&Meyer，1990； 高木 ・石田 ・益

田，1997)を 充分に踏 まえた研究が必要であろ

う。本研究の尺度では測定できなかったが，より

詳細な職務関与 ・組織コミットメントと研究成果

の影響を明らかにするたあには，職務関与および

組織 コミットメントを多次元的には捉えた分析が

望まれる。

 第4に ，組織要因を考慮 した研究 も必要であろ

う。エレクトロニクス企業の基礎研究者 は管理業

務多忙のたあ年齢限界が早 くくると認識 し(石

田，1996)， エレク トロニクス企業では開発 ・設

計に照準を合わせたマネジメントが行われている

との指摘(村 上，1999)も ある。特に組織 コミッ

トメントとの関連において， このような企業特性

を考慮 した研究が必要であろう。

 第5に ，職務特性に基づいた研究を発展させる

ためには，個人の能力や価値観などの個人特性を

考慮 した分析も必要であろう。職務関与 ・組織コ

ミッ トメントや研究成果の生成メカニズムを理解

するためには，状況と個人の適合が不可欠な視点

(渡辺，1997)と 考えられるからである。

 今後の研究課題

 第1に ，本人が認識す る職務特性を測定 した研

究が今後行われるべきであろう。本研究では，職

務特性の代理指標として研究領域を用いた点に限

界がある。同 じ応用研究者で も職務特性について

の個人認識はさまざまなはずであり，個人認識に

よる職務特性が職務関与の規定要因になるとの指

摘(義 村，1998)も ある。

 第2に ，研究成果が職務関与 ・組織コミットメ

ン トに及ぼす影響を分析する研究が必要であろ

う。本研究では，年齢を考慮 した上で職務関与 ・

組織 コミットメントが各研究成果に関 して説明力

を持っことが明らかになったが，反対に，各研究

注

)1

)2

記

当該 図は米 国商務 省特許 商標局 “Patenting by

organizations，1997” の資料 に基 づいて科学 技

術庁 が作成 している。

義 村(1996)で は，本 稿 の職 務関与 測定項 目に1

項 目加 えた7項 目で測定 して いる。
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